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論点に対する回答 

分  野 漁業協同組合における法令遵守 

省庁名 農林水産省 

漁業者が減少する中、水産業の成長産業化のためには、漁業者がインター

ネット販売を駆使する等、創意工夫を発揮し、所得の向上を図ることができ

る環境を整備することが重要である。現在のコロナ禍において、その重要性

はますます高まっている。そうした創意工夫の発揮を不公正な取引が阻害し

てはならない。独占禁止法を始めとした法令の遵守体制の構築は、コンプラ

イアンスがビジネスの大前提であるとともに、その環境整備として極めて重

要である。

２０２１年４月には「漁業協同組合における独占禁止法の遵守について」

という水産庁長官からの通知（資料１）が発出され、同６月には規制改革実

施計画において、独占禁止法に違反する行為の根絶に向けた取組を行うこと

が閣議決定され、公正取引委員会でも調査が行われ、漁業協同組合等におい

て、全量出荷の義務付けや組合員による個人売買を禁止するなど、独占禁止

法違反につながるおそれがある行為が見られたため、当該行為を行っていた

者に対して、公正取引委員会から注意が行われている。また、「水産物・水

産加工品の適正取引推進ガイドライン」が１０月にパブリックコメントが行

われ、１１月に取りまとめられた。 

こうした動きを受けて、一部の地域においては改善が見られる一方で、例

えば、海苔の取引に関して、昨年１０月に、全量組合出荷を前提とする誓約

書が作成・提出されるという独占禁止法上問題となるおそれのある行為が見

られ、独占禁止法違反の根絶には引き続き課題があることが明らかになっ

た。 

また、焼津漁協において、漁協職員が水揚げされたカツオを盗み出したと

いう窃盗容疑で逮捕されるという不祥事件が明らかになり、漁業協同組合の

信用を失墜させかねない事態となっている。 

これらを踏まえて、法令遵守の徹底に一層取り組む必要があり、以下の点

について、ご検討・ご説明いただきたい。 
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論点２ 焼津魚市場冷凍カツオ窃盗事件について 

 

 令和３年１０月、焼津漁業協同組合の職員が冷凍カツオ窃盗容疑で逮捕さ

れ、同年１１月に起訴された。この不祥事件は、焼津冷凍カツオ窃盗事件に

関する調査委員会の調査報告書（以下、「同調査報告書」という）が指摘す

るように、公正・中立な場であることが求められる魚市場、その開設及び運

営に当たる漁協の信頼を大きく損なうものである。 

特に、漁獲量の計量は、漁業者自身で行うことはできず、水揚げ後に、漁

協職員によって市場で行われることが一般的であり、漁協職員の不正を漁業

者が検知することが難しいという構造的な問題があると考えられることか

ら、本件は、焼津という単協の問題として対応するのではなく、焼津以外の

漁協でも同様の不正行為があるのではないかという疑念を生じさせないよ

うな断固たる対応が必要であると考えられる。 

監督指針においては、不祥事件等への対応として、「組合における不祥事

件等の発生は、組合員への背信行為であるばかりではなく、近年の企業不祥

事に対する国民の厳しい視線にかんがみても、漁協系統組織全体に対する国

民の信頼を失墜させ、水産物の販売等にまで影響が及ぶおそれがあり、組合

員の利益や組合の社会的信用に関わる重大な問題である。行政庁としては、

組合における不祥事件等を根絶すべく、組合に法令等の遵守態勢を整備させ

ることを目的として、Ⅱ－１－３に基づき、指導監督を行うとともに、発生

した不祥事件等については、その原因等を明らかにさせ、法令等遵守態勢の

整備などの再発防止策を確実に実行させることを目的として、法に基づく監

督措置を適時適切に発動することにより、不祥事件等の再発を防止する態勢

づくりを組合に行わせることが必要である」とされる。 

 こうしたことを踏まえて、漁協の信用の失墜のおそれが生じないように、

漁協全体として再発防止するための体制づくりを行うべきであり、以下の点

について、ご検討・ご説明をお願いしたい。 
 

【論点２－①】 

報道によれば、静岡県は「徹底した再発防止策を求めていく」としている

とのことだが、水産庁は「民間での取り引きなので、国としての対応は考え

ていない」とされているが、事実関係如何。また、前述のとおり、監督指針

によれば、不祥事件の発生は、組合員の利益や組合の社会的信用に関わる重

要な問題であるとされ、「行政庁としては、組合における不祥事件等を根絶

すべく、組合に法令等の遵守態勢を整備させることを目的として、Ⅱ－１－

３に基づき、指導監督を行うとともに、発生した不祥事件等については、そ

の原因等を明らかにさせ、法令等遵守態勢の整備などの再発防止策を確実に














